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要旨 

 

通信ネットワークにおいて，複数のフローが限られた帯域幅を共有することによって通

信遅延が増大する問題がある．特に，同一のアクセスポイントに多数の無線端末が接続す

る無線 LAN環境では，こうした問題への対処が重要である．本論文では，無線 LAN混雑

時のWEB閲覧環境において，レスポンスタイムが閾値以下となるフロー数の増大を目指し

た方式を提案している．提案方式では，アクセスポイントにおいて各フローの通信経過時

間やデータ通信量を把握することで一定時間内に通信を完了するのに必要な帯域使用率を

算出し，それに基づく優先制御を行う．提案方式を QualNetによって評価したところ，優

先制御を行わないとレスポンスタイムが閾値以下となるフロー数が 30%以下に減少する混

雑環境でも，割合を 2倍以上に増加させることができることが明らかとなった． 

 

 

 

 

 

Abstract 

 

Multiple data flows sharing limited bandwidth cause communication delay in 

communication networks. In particular it is important to deal with such a problem in 

the wireless LAN environments, since many terminals associate with the same access 

point within limited time span. In this thesis, a method to increase the number of flows 

within response time threshold in congested wireless LAN is proposed. The method 

controls flow priority by calculating the bandwidth utilization ratio required to complete 

the download within certain time threshold. The ratio value is obtained through 

monitoring the transmitted data and elapsed time of transmission. In regular 

environment, where priority method is not applied, the ratio of flows completing the 

transmission within the threshold is below 30% of the total number of flows. According 

to the QualNet simulation results, the proposed priority method doubles this ratio. 
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序論 
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1.1. 研究目的 

通信ネットワークでは，帯域を共有するフロー数の増加に伴って各フローが使用可能な

帯域が減少し，通信遅延が増大する問題がある．特に，同一のアクセスポイントに多数の

ユーザが収容される無線 LAN環境では，こうした問題がより深刻となる．このような混雑

したネットワーク環境における問題点を改善するため，様々な研究が行われてきた． 

文献[1-5]では，複数の無線端末が帯域を共有する無線 LAN環境において，上下フロー間

に不公平が生じ，特定フローのスループットが著しく低下する問題が指摘されている．こ

れを改善するため，例えば，上りフローに対する確認応答パケットをフィルタリングして

上りフローのスループットを低下させることにより不公平性を改善する手法[6]や，アクセ

スポイントにおいてフレーム送信前の待機時間を短く設定し下りフローのスループットを

改善する方式[7]等が提案されている．一方，特定フローが要求する帯域の確保を目的とし

た研究も行われている．例えば TCPの観点から，スロースタート閾値の調節により目標帯

域を確保する TCP-AV[11][12]という技術が提案されている．MAC 層の観点からは，デー

タを優先度に応じて 4種類のクラスに分けクラス間の優先制御を行う IEEE802.11e[16]や，

アクセスポイントにおいて無線端末へのACKフレームを確率的に返送しないことでフロー

毎の優先制御を行う方式[18][19]が提案されている． 

しかし，これらの研究において提案されている方式は，帯域確保を必要とするフロー数

が増大した場合への対応ができないという問題がある．また，これらの研究はスループッ

トに関する改善が行われる一方で，ユーザが体感可能な通信所要時間に関して保証するも

のではない．本研究では，一定サイズのファイルをダウンロードする多数のユーザが存在

する環境として無線 LANによるWEB閲覧環境を想定し，ユーザが体感するレスポンスタ

イム (ユーザがHTTPリクエストを送信してからダウンロードが完了するまでの時間)の遅

延に関する改善方式を検討する．WEB閲覧において，レスポンスタイムがある閾値を超え

るとユーザのタスク処理の効率の効率が著しく低下すると言われており，こうした閾値以

下にレスポンスタイムを収めることが重要である． 

そこで本研究では，レスポンスタイムが一定時間内となるフロー数の増加を目的とする．

提案する方式では，アクセスポイントにおいて各フローの通信経過時間やデータ量を記録

し，一定時間内に通信を完了するのに必要となる帯域使用率を算出することで，それに基

づいた優先制御を行う．ネットワークシミュレータの QualNet を用いて提案方式を評価し

たところ，レスポンスタイムが一定時間内となるフロー数の割合が 30%以下に低下する混

雑環境において，割合を 2倍以上に増加させることができることが明らかとなった． 
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1.2. 本論文の構成 

第 2章以降における本論文の構成は，次の通りである．第 2章では，複数のユーザが帯

域を共有する環境における問題点に着目した関連研究と，それらの問題点について述べる．

第 3章では，本研究で提案している方式について説明する．第 4章ではネットワークシミ

ュレータの QualNetを用いた評価実験について述べる．最後に第 5章で結論について述べ

る． 
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第2章  

 

関連研究 
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複数のユーザが帯域を共有する環境における問題を改善するため，様々な方式が検討さ

れてきた．本章では，ユーザ間の公平性を向上させるための方式や，特定フローが要求す

る帯域を保証するための方式を紹介し，それらの特徴や問題点について述べる． 

 

2.1. TCPのフロー間公平性を向上させる方式 

無線 LAN 環境において，上下フロー間の不公平性が生じる問題が指摘されている[1-5]．

これは，無線 LANのアクセス制御方式である CSMA / CA (Carrier Sense Multiple Access 

/ collision Avoidance)[15]に起因するものである．CSMA / CAにより，帯域を共有するアク

セスポイントと各無線端末は同等の送信機会を得るが，端末数が増加するにつれてアクセ

スポイントの送信機会が減少し，下り (アクセスポイントから無線端末方向) のスループッ

トが低下する． 

こうした問題を改善するため，様々な方式が検討されている[6-10]．文献[6]では，サーバ

から送信された TCPの確認応答パケットに対し，アクセスポイントにおいてフィルタリン

グ処理を行う方式が提案されている．これにより，上り (無線端末からアクセスポイント方

向) の TCPフローのスループットを低下させ，不公平性を改善している．文献[7]で提案さ

れている方式では，アクセスポイントにおけるMAC機能に変更を施し，フレーム送信前の

待機時間として通常の DIFSより短期間である PIFSを用いている．これによりアクセスポ

イントから無線端末へのデータフレーム送信機会を増加させ，不公平性を改善している．

文献[9]では，ACK pushoutと呼ばれる手法が提案されている．これは，アクセスポイント

において送信バッファサイズ限界までパケットが格納されているとき，下り方向のパケッ

トが到着した場合の制御である．バッファ内に同一フローの確認応答パケットが 2 つ以上

存在した場合，確認応答パケット１つを破棄し，到着パケットを格納する．これは，TCP

において累積確認応答が用いられており，1ウィンドウ内であれば確認応答パケットが失わ

れた場合でも後続の確認応答パケットによって送達確認が可能であることを利用している．

この操作によって下りのパケットの損失を抑制し，スループットの低下を防ぐことで上下

フロー間の不公平性を改善している． 

しかし ACK pushoutの場合，送信バッファサイズ限界までパケットが格納されており，

かつバッファ内に同一フローの確認応答パケットが 2 つ以上存在しないとき，到着パケッ

トの種類によって上下フロー間の不公平が発生する．到着パケットが確認応答パケットで

あればバッファ内の確認応答パケットを破棄することでバッファ内に格納できる可能性が

あるが，データパケットの場合は必ず破棄されてしまう．このことは，下りフローのスル

ープット低下を引き起こす．こうした問題点の改善を目的として，Adaptive pushoutと呼

ばれる方式[10]が提案されている．Adaptive pushoutでは，上下の TCPフロー数をそれぞ
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れ    ，      と定義し，バッファにパケットが格納されている上下フロー数をそれぞれ

    ，       と定義する．到着パケットをバッファに格納するスペースが存在しないとき，

                          である場合は，下りフローのパケット，すなわちデータパケ

ットをランダムに選択し破棄する．逆の場合は，上りフローのパケット，すなわち確認応

答パケットを選択し破棄する．このように，上下フローが公平となるよう廃棄パケットを

選択している． 

しかし，通信路の帯域幅に制限があるため，公平性の向上を目指した方式の場合フロー

数が増加した環境では各フローに割り当てられる帯域が小さくなる．その結果，全フロー

の通信速度が著しく低下してしまう．また，これらの技術はスループットについては着目

しているが，ユーザが体感可能な通信所要時間の増大を改善するものではない． 

 

2.2. TCPによる帯域保証方式 

特定のフローが要求する帯域確保を保証するための技術についても，様々な検討がなさ

れてきた．本節では，こうした技術のうち TCPによるものについて説明する．

TCP-AV[11][12]は TCP Renoを拡張したものであり，送信側において実際の送信帯域と経

路上の最小RTTを用いて，目標帯域に近づくよう TCPのスロースタート閾値を調節する．

TCPでは，受信側からの確認応答を待たずに一度に送信可能なデータの大きさをウィンド

ウサイズと呼び，TCP Renoの場合スロースタート閾値に達するまで急速にウィンドウサイ

ズを増加させるアルゴリズムとなっている．そのため，スロースタート閾値によって送信

側が使用する帯域幅を調節することができる．しかし，無線環境の場合はフレーム衝突の

影響で RTTの変動が大きく，最小 RTTと平均 RTTの差が大きくなる．したがって，最小

RTTを用いるとスロースタート閾値が小さすぎる値となり，目標帯域を確保できなくなっ

てしまう．この問題を解決するため，文献[13]では最小 RTTではなく平滑化された RTTを

用いてスロースタート閾値を調節することで，無線環境に適した TCP-AVの改良を行って

いる．また文献[14]では，TCP-AVについてモバイル端末環境での有効性検証が行われてい

る． 

このような帯域保証技術では特定フローの帯域確保は実現可能であるが，通信路の帯域

幅に制限があることから，帯域確保を要求するフロー数が増加した場合への対応はできな

いという問題がある． 

 

2.3. MAC層における帯域保証方式 

MAC層の観点から帯域保証を行うための技術として，2005年に IEEE802.11eが標準化

された[16]．IEEE802.11eでは，MACフレームのヘッダを拡張して設けられたフィールド

を利用してデータの優先度を指定し，優先度に応じて 4種類のクラスにマッピングする．
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優先度の高いクラスに対しては，無線 LANのアクセス制御方式として用いられる CSMA / 

CAにおけるバックオフ時間の最小値と最大値，およびフレーム送信前の待機時間が短く設

定される．これにより，優先度の高いデータフレームは送信権を得る確率が大きくなり，

より大きな帯域を確保することができる．しかし，クラス間の優先度について差別化はで

きるものの明確な帯域保証が難しいという問題[17]が指摘されている．また，同クラスのフ

ロー間における優先制御ができないことや，IEEE802.11eを使用するすべての無線端末に

ついて変更が必要であるという問題もある．こうした問題点に対処するため，アクセスポ

イントのみに変更を施しフロー毎の帯域保証を行うROC (Receiving Opportunity Control) 

という方式が提案されている[18][19]．これは，アクセスポイントにおいて，無線端末から

送信された非優先フローのデータフレームに対し，ある確率にしたがって ACKフレームを

返送しない方式である．CSMA / CAでは，データフレームに対して ACKフレームを返送

することでMAC層におけるフレーム送達確認を行い，ACKフレームが受信できなかった

場合はデータフレームの再送が行われる．したがって，ACKフレームを送信しない制御を

行うことで非優先フローのデータフレームが再送され，このことが TCPにおける再送を引

き起こす．このため，非優先フローのスループットが低下し，優先フローがより大きな帯

域を使用することが可能となる．  

しかし，こうした帯域保証方式は 2.2節と同様に特定のフローが帯域確保を要求する場合

を想定しているが，多数のフローによる帯域確保要求があった場合に対応できないと考え

られる．また，2.1節の場合と同様，ユーザが体感可能な通信所要時間に着目したものでは

ない． 

 

2.4. 関連研究のまとめ 

以上のように，先行研究においてはフロー間の公平性向上を達成する方式や特定フロー

の帯域確保を保証する方式が提案されているものの，多数のフローが帯域確保を必要とす

る場合に対応できないという問題がある．また，それらはユーザが体感可能である通信所

要時間について保証するものではない．そこで第 3章では，多数のフローが存在する混雑

環境において，通信に要する時間を閾値以内とするフロー数を増加させるための方式を検

討する．  
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3.1. 提案方式の概要 

通信を一定時間内に完了するためには，ダウンロードすべきデータ量および目標とする

所要時間に応じた帯域を各フローに割り当てる必要があるが，通信路の帯域には制限があ

る．そのため，通信路の帯域に対して各フローが必要とする帯域の割合を帯域使用率と定

義すると，同一通信路を共有する各フローの帯域使用率の合計が 1 以上である場合，必要

とする帯域を確保できないフローが必ず発生する． 

このような状況で帯域を確保可能なフローをできるだけ増加させるためには，一部のフ

ローに帯域を使用させず，残りの各フローに対する帯域使用率の合計が 1 を下回るように

すればよい．こうした考え方に基づいて，提案方式では，各フローに関する情報をフロー

毎に用意するテーブル (フローテーブルと定義する) D   に記録し，それを用いて一定時間

内に通信を完了するために必要となる帯域使用率    を算出する．D   に登録される情報は，

フロー i の通信開始時刻 T_sta    ，WEB ページのデータ量 D_we   ，アクセスポイン

トから端末への送信済みデータ量 D_su   ，帯域使用率    およびフロー i が制御対象で

あるか示すラベル       である．ここで通信開始時刻とは，レスポンスタイムの計測を開

始する時刻，すなわちユーザがHTTPリクエストの送信を開始する時刻を意味する．また，

「制御対象である」とは，フローが通信制限をかけられておらず優先制御の対象となって

 

表 3.1 提案方式におけるパラメータ定義 

( i はフロー番号に対応) 

許容する通信遅延 [sec] T_qoe 

現在時刻 [sec] T_curr 

フローテーブル D   

フローの開始時刻 [sec] T_star   

WEB ページデータサイズ [byte] D_we   

送信済みデータ量 [byte] D_su   

送信が完了していない残りデータ

の送信所要時間(理論値) [sec] 
T_      

一定時間内での送信に必要な 

帯域使用率 
   

制御対象であるか示すラベル       

キュー内に存在しないフローの

ID を記録するテーブル 

            

フローi についてアクセスポイン

トから直前に送信された時刻[sec] 
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いることを意味する．   を計算するためには，まずフロー i が送信すべき残りのデータ量

について，送信に要する時間を算出する．これを T_      と定義すると，フロー i が一定

時間 (T_qoe [sec]) 以内に通信を終えるための残り時間に占める T_      の割合が    と

なる．したがって，目標とする通信所要時間最大値T_qoe ，現在時刻T_curr およびT_sta    

を用いて    は次式のように表される．  

 
     

       

                            
 (   ) 

T_      は，パケット数や無線区間における 1フレームの理論的な送信時間を考慮して算出

する．導出法の詳細については，3.2.2 項において後述する．各フローに対する    の合計

が 1以上である場合は，一部のフローに対し通信制限を行う．ここで，アクセスポイント

を通過するすべてのフローに関する情報を把握する必要があるため，制御はすべてアクセ 

図 3.1 提案方式におけるシステムの概要 

 フロー3 

フロー2 

フロー1 
・通信開始時刻 
・WEBページサイズ 
・送信済みデータサイズ 
・帯域使用率 
・制御対象か示すラベル 

 

有線 
ネットワーク 

アクセスポイント 

無線端末 

無線端末 

無線端末 

フロー1 

フロー2 

フロー3が通信を開始 

フローテーブルを 
保持 

アクセスポイント 

フロー1 

フロー3 

有線 
ネットワーク 

         
           

        

各フローの帯域使用率 R1，R2，R3に対し 
 

の場合 

× 
フロー2 の通信を
制限 

無線端末 

無線端末 

無線端末 
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スポイントにおいて行う． 

図 3.1は，提案方式のシステム概要を模式図で表したものである．同図では，同一のアク

セスポイントを通過する 2本のフローが存在する状況において，3本目のフローが通信を開

始している．提案方式では，アクセスポイントは各フローに対してフローテーブルを保持

し，それを用いて帯域使用率を算出する．ここで，3本のフローの帯域使用率合計が 1以上

であり，最も帯域使用率の大きいフロー2を除外した場合に合計が 1を下回るとする．この

とき，3本のフローすべてに対し必要な帯域を確保することはできないため，フロー2に対

しアクセスポイントにおいて通信制限を行うことでフロー1とフロー3が必要とする帯域を

確保する．提案方式では，新たなフローが通信を開始するたび，このような帯域使用率の

算出および通信制限を行う． 

さらに，提案方式では，フロー毎に算出した    に基づきアクセスポイントにおけるデー

タの送信順制御を行う．その制御法として方式 Aおよび方式 Bという 2通りを検討してお

り，これらはさらに方式 A-1と A-2，および B-1と B-2に分かれている．方式 Aでは通信

所要時間の公平性を重視し，   が大きいフローほど送信権を得る確率が大きくなるよう，  

に基づいた確率により送信フローを決定する．方式 B では，一定時間内に通信を終えるフ

ローをより確実に増加させるため，   が最小となるフローに送信権を与える．また，アク

セスポイントにおいて同一パケットが一定時間以上停留した場合，そのパケットに送信権

を与えることで TCPの再送を抑制する制御を検討した．これを方式 Aおよび Bに適用し

たものをそれぞれ方式A-2およびB-2，適用前をそれぞれ方式A-1およびB-1と定義する． 

 

 

図 3.2 方式 Aおよび Bにおける送信順制御 

 

方式 B 

         

・フロー1～3のデータ通信量がそれぞれ 2パケット，4パケットおよび 6
パケット 

・全フローが同時に通信開始 
・このときフロー1～3それぞれの帯域使用率 R1,R2,R3 について 

となる 

帯域使用率が大きいほど
送信機会が多い 
 

帯域使用率の小さい 
フローから順に送信 

時間経過 

時間経過 

方式 A 

フロー1 
 
 
 
 

フロー2 
 
 
 
 

フロー3 
 
 
 
 

フロー1 
 
 
 
 

フロー2 
 
 
 
 

フロー3 
 
 
 
 

： 1パケットの送信 
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図 3.2は，方式 Aおよび方式 Bによるパケット送信の様子を単純なモデルを用いて示し

たものである．ここでは帯域を共有する 3本のフローが同時に通信を開始しており，各フ

ローのデータ通信量は大きい順にフロー3，フロー2，フロー1となっているため，フロー3

の帯域使用率が最も大きく，次いでフロー2，フロー1の順となる．これに基づき，方式 A

ではフロー3の送信機会が最も多く，次いでフロー2，フロー1となることから，各フロー

の通信所要時間がほぼ等しくなっている．一方，方式 Bでは帯域使用率が最小であるフロ

ーのパケットをすべて送信されるまではそのフローに送信権が与えられるため，各フロー

を順に送信するような挙動となる．したがって，帯域使用率が最大であることから最後に

送信されるフロー3以外の通信所要時間は方式 Aの場合より大幅に小さくなっており，こ

れらのフローはより確実に一定時間内で通信を完了することができる． 

 

3.2. アクセスポイントにおける具体的な制御について 

本節では，アクセスポイントにおけるパケットの受信時および無線端末へのパケット送

信時のそれぞれについて，具体的な制御の流れを説明する． 

 

3.2.1. 制御の流れ 

まず，パケットを受信した際の制御について説明する．図 3.3はアクセスポイントがパケ

ットを受信するたびに実行されるフローである．  

 

 

 

図 3.3 提案方式のフローチャート(パケット受信時) 

 

 

送信元 

フローIDを識別し D   検索 

 

キューに挿入 

・HTTPヘッダを参照

し D_we   取得，登録  

・各フローの    算出 

・      登録 

・D   作成 

・D_         

・T_       = T_curr 

start 

 

D_we   が登録済みか 

yes 

 

no 

 

無線端末 

 

サーバ 
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アクセスポイントにおいて，無線端末からの新たな HTTP リクエストを受信することに

よって新たなフローの検出を行うことができるため，ここで，アクセスポイントにおいて

フロー情報が記録されていないフローテーブルをあらかじめ多数用意しておき，新たなフ

ローを検出するたびに未使用のフローテーブル D   に情報を書き込む．フロー番号は，通

し番号として通信を開始した順に割り振る．リクエストを受信した際には，そのときの時

刻， T_curr をフロー i の通信開始時刻 T_sta    として D   に登録する．送信済みデー

タ量については，D_su     として初期化し，D   に登録する．WEB ページのデータ量

D_we   については，この時点で把握することができないため登録は行わない． 

HTTP リクエストがサーバに到着した後，サーバから無線端末へ向けて HTTP レスポ

ンスが送信される．提案方式では，レスポンスをアクセスポイントが受信した際，まずサ

ーバから受信したパケットのフロー ID を識別し，それに応じた D   を検索する．フロー 

ID の識別には，送信元の IPアドレスやポート番号およびプロトコル番号を用いる．D   に 

D_we   が登録されていなかった場合は，HTTP ヘッダを参照し，D_we   を D   に登録

する．HTTP ヘッダには取得する WEB コンテンツの情報が含まれており，これを用いて

WEB ページのデータサイズ D_we   を把握することができる．D   に D_we   が登録済

みであった場合は，再度登録を行う必要はない． 

また，このとき各フローの D   を参照し，式(3.1)を用いて帯域使用率    を算出する．

各フローの    を合計した値が式(3.2)を満たす場合，   の大きいフローから順に制御対象

から除外していき，制御対象となっているフローの    の合計値が 1を下回るまでこれを繰

り返す． 

 
   

 
   (   ) 

制御対象から除外したフローについては，      を 0 と設定し，フローテーブル D   に登

録する．制御対象となったフローについては，      を 1 と設定する．ここで，式(3.1)の分

母が負の値となっているフローについては既に通信時間が T_qoe を超えており，優先制御

を行っても T_qoe 以内に収めることができないため，式(3.1)の計算は行わず，      を 0

と設定する． 

次に，アクセスポイントから無線端末へのパケット送信時の制御について説明する．こ

の場合に実行される処理をフローチャートとして図 3.4に示す．アクセスポイントから無線

端末へパケットが送信される際，各フローの D   を参照し，帯域使用率    に基づいて優

先フローを決定する．決定法としては，以下の 4通りを検討した． 

 

(a)方式 A-1 

方式 A-1では，各フローの帯域使用率に基づいた確率によって優先フローを選択する．  
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図 3.4 提案方式のフローチャート(パケット送信時) 

 

 

具体的には，フロー i に対し式(3.3)により算出される確率    を定義する。 

 

   
  

    
 (   ) 

ここで j は，制御対象となっており，かつキュー内にデータパケットが存在しているフロ

ーを対象とする．フロー i は、   の確率で送信権が与えられるものとする．これにより，

一定時間内に通信を完了するのに必要な帯域使用率の大きいフローは送信権を得る確率が

           に含まれない

フローの中で Rが最小
となるフロー番号記録

(kとする) 

方式 

           に含まれない
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の IDを調べる 

            に含まれな
いフローのうち 

T_curr –         が 
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大きくなり，フロー間の通信所要時間に関する公平性を向上させることができると考えら

れる． 

 

(b)方式 B-1 

方式 B-1では，   が最小となるフローを優先的に送信する．必要な帯域使用率に余裕の

あるフローから順に送信していくことで，一定時間以内に通信を完了するフローを確実に

増加させることが狙いである．  

 

(c)方式 A-2 

方式 A-1 は，キュー制御を行わない場合とは異なり，アクセスポイントのキューに到着

したパケットが到着順に送信されない．そのため，同一のパケットがキュー内に留まり，

サーバへの確認応答パケットの送信が遅れることにより TCPの再送タイムアウトが発生す

る確率が増大する．TCP の再送が発生した場合，同一のデータパケットが複数回送信され

るため，通信に要する時間が増大する．このことを防ぐため，フロー i においてアクセス

ポイントから端末側へ最後にデータフレームが送信された時刻         からの経過時間が

閾値 α を超えた場合，すなわち T_curr             α であるとき，各フローの帯域使

用率に関わらずフロー i を優先フローとする再送抑制制御を検討した．これを方式 A-1 に

適用したものを方式 A-2と定義する．  

 

(d)方式 B-2 

方式 B-1においても，方式 A-1と同様に同一のパケットがキュー内に留まることで TCP

の再送タイムアウトが発生する確率が増大する．そこで，(c)と同様の再送抑制制御を方式

B-1に適用したものを方式 B-2と定義する． 

 

優先フロー k を決定した後，それを送信するために，キュー内のパケットを探索し優先

フローのパケット 1 つをキューの先頭へ移動する処理を行う．このとき，同一フローのパ

ケットの順序が入れ替わることのないよう，キュー内の優先フローパケットに対しキュー

の先頭に最も近いものを移動させる．そのために探索はキューの先頭パケットから順に行

い，優先フローのパケットが見つかった時点でそれを先頭へ移動させ，探索を終える．さ

らに，先頭へ移動させたパケットのペイロード分を，送信済みデータ量         に加算し，

        をそのときの時刻 T_curr に置き換える． 

図 3.5に，キュー内のパケット移動方法の例を示す．フロー番号 1，2および 3のパケッ

トがキュー内に挿入されているとき，優先フローの番号が 1 であれば，同図のように先頭

から 4 番目に位置するパケットが優先パケットとなる．このパケットより先頭側に位置す

る 3つのパケットを 1つずつ後方へ移動させた後，優先パケットを先頭へ移動させる． 
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2 3 3 1 1 2 1 3 

 

 

1 2 3 3 1 2 1 3 

 

図 3.5 提案方式におけるキュー操作の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 RTS / CTS を用いたフレーム送信の流れ 

 

 

キューの末尾のパケットまで探索を行っても優先フローが見つからなかった場合，キュ

ー内に存在しないフローの番号を記録するために用意したテーブル             に優先フロ

ーの IDを記録する．その後，記録されていない番号のフローを対象として再び優先フロー

の選択とキュー内の探索を行う．            については，探索とパケット移動を終えた後，

次の探索時のために記録済みのフロー番号を破棄する． 

探索の結果，制御対象となっているフローのパケットがキュー内に存在しなかった場合

は，キュー内のパケット移動を行わず通常と同様の送信を行う． 

 

3.2.2. データ送信時間の理論値導出法 

帯域使用率を算出するにあたって，まず，フロー i が送信すべき残りのデータ量につい

て送信に要する時間の理論値         を算出する．データ全体の送信時間は，1フレームの

送信に要する時間およびパケット数から算出することができる．1フレームの送信に要する

時間を算出する際，データフレームだけでなく，RTS (Request to Send) 等の制御フレーム

が無線の帯域を占有する時間についても考慮する必要がある．また，フレーム間の待機時

間も考慮する．以下，制御フレームとフレーム間の待機時間について説明する． 

無線 LANにおいて RTS / CTS (Request to Send / Clear to Send) を用いる場合，1つの

フレームを送信する際の流れは図 3.6の通りである．まず，他の送信者とのデータ衝突を回

操作前 

操作後 

先頭 

優先フローIDが 1である場合 

先頭 

RTS CTS ACK 送信データ 

DIFS SIFS SIFS SIFS 
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避するため DIFS (DCF Inter-Frame Space) と呼ばれる時間だけキャリアセンスを行い，

自らが使用する周波数帯の電波が流れていないか確認する．他の送信者の電波が検出され

なければ，送信可能であると判断し，RTS を送信する．通信相手側は，RTS を受信した

際，SIFS (Short Inter-Frame Space)と呼ばれる時間だけ待機した後に送信者へ向けて CTS

を送信する．送信者は CTS を受信した際，SIFS 時間だけ待機した後にデータフレームを

送信する．データフレームが通信相手側に到達すると，ここでも SIFS 時間だけ経過した

後に，到達確認のため ACK フレームが送信者へ返される．1 フレームの送信時間を算出

する際には，これら各フレームの送信時間およびフレーム間の待機時間を考慮する必要が

ある．実際には，DIFS 時間の後，データの衝突を回避するためバックオフと呼ばれる仕組

みにより送信者毎に異なるランダムな待機時間が設定される．これにより，複数の送信者

が同時にフレームを送信することによる衝突の確率を減少させている．ここでは理想状態

における送信時間を算出するため，バックオフによる待機時間は 0であるものと考える． 

以上を考慮し，データフレームおよび各種制御フレームの送信時間を算出する． 

 

 

表 3.2 1フローの所要時間に関するパラメータ定義 

送信データ合計             

送信データに対する確認応答の合計            

MTUサイズのデータパケット      

TCPの確認応答パケット      

端数パケット       

RTSフレーム      

CTSフレーム      

ACKフレーム        

PLCPプレアンブル     

PLCPヘッダ信号       

OFDMシンボル       

DIFS       

SIFS       
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表 3.3 データサイズに関するパラメータ定義 

PLCP ヘッダ信号       

OFDMシンボル       

LLCヘッダ      

FCS      

テイルビット       

MACヘッダ(データ)     

MACヘッダ(RTSフレーム)      

MACヘッダ(CTSフレーム)      

MACヘッダ(ACKフレーム)      

MTUサイズのパケット      

確認応答パケットの IPデータ部      

 

 

表 3.4 シンボル数，パケット数に関するパラメータ定義 

送信データのパケット数       

送信データに対する確認応答パケット数      

OFDMシンボル数(MTUサイズのパケット)           

OFDMシンボル数(RTSフレーム)           

OFDMシンボル数(CTSフレーム)           

OFDMシンボル数(ACKフレーム)             

OFDMシンボル数(端数パケット)            

 

 

データパケットの IPデータグラムは基本的にMTU ( Maximum Transmission Unit ) で

あるが，データを一定サイズ毎に区切った際の端数パケットについても考慮する必要があ

る．まず，IP パケットサイズが MTU であるパケットの送信に要する時間を算出する．1

パケットの送信に要する時間は，IEEE802.11g の場合，以下の項目の加算により算出する． 

 

・PLCP (Physical Layer Convergence Protocol)プリアンブル長 

・PLCPヘッダ信号(シグナル部) 

・1OFDM(Orthogonal Frequency Division Multiplexing)シンボル長×OFDMシンボル数 

 

IEEE802.11g の場合，ここに無信号区間が加わる．1つのデータフレームについてOFDM シ

ンボル数を求めるには、以下の項目のビット長を加算した後、変調方式に応じた 1OFDM シ

ンボルのビット長で除算する。 



19 

 

・PLCP ヘッダ信号のサービス部 

・MACフレーム 

・テイルビット 

 

なお，制御フレームの場合，テイルビットは加算しない． MAC フレームの構成要素につ

いては，データフレームの場合，以下の通りである． 

 

・MACヘッダ 

・LLC (Logical Link Control) ヘッダ 

・IPデータ部 

・FCS (Frame Check Sequence) 

 

したがって，MTU サイズのパケットに対する OFDM シンボル数           は，表 3.3

のパラメータを用いて次式のように表わされる． 

 

           
                               

     
  (   ) 

これを用いて，MTUサイズのパケットの送信時間      は表 3.2のパラメータを用いて次

式の通り算出される． 

 
                               (     

次に，端数パケットの送信に要する時間を求める．端数パケットの IP データグラム長を 

      と定義すると，OFDMシンボル数は次式で表される． 

 

            
                                

     
  (   ) 

これを用いて，端数パケットの送信時間は次式の通り算出される． 

 
                                 (   ) 

次に，各制御フレームについて，1フレームあたりの送信時間を求める．制御フレームの

場合，フレームの構成要素は MAC ヘッダおよび FCS である．したがって，RTS1 フレー

ムに対する OFDMシンボル数は次式のように表される． 

 

             
               

     
  (   ) 

これを用いて，送信時間は次式のようになる． 
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                               (   ) 

次に，CTS1フレームに対する OFDMシンボル数は次式のように表される． 

 

           
               

     
  (    ) 

これを用いて，送信時間は次式のようになる． 

 
                               (    ) 

ACKフレームについても同様にして，1フレームに対する OFDMシンボル数は次式で表さ

れる． 

 
             

               

     
  (    ) 

これより，送信時間は次式のように表される． 

 
                                 (    ) 

次に，送信データのパケット数は，表 3.1のパラメータのうちWEBページサイズと送信済

みデータ量，およびMSS ( Maximum Segment Size ) を用いて次式のように表される． 

 

       
             

    
  (    ) 

これと，各種フレームの送信時間および DIFS，SIFS を考慮して，1 フローの合計送信時

間を算出する．送信データのパケット数       のうち 1つが端数パケットであることから，

データの送信時間は次式のように表わされる． 

 
                                                           

                                        
(    ) 

また，TCPの確認応答パケットが無線帯域を占有する時間についても考慮する必要がある．

確認応答パケット 1つあたりの OFDMシンボル数は，次式の通りである． 

 

           
                               

     
  (    ) 

これを用いて，確認応答パケット 1つの送信時間は次式のように表される． 

 
                               (    ) 

次に，サーバ側におけるウィンドウサイズの分のデータに対して少なくとも 1 つの確認応

答パケットが送信されることを考慮し，確認応答パケットの数      を算出する．これを
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用いて，確認応答パケットの合計送信時間は次式の通り算出される．  

 
                                                        (    ) 

以上より，(3.15)式と(3.18)式を用いて，        は次式のように算出される． 

 
                               (    ) 
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第4章  

 

シミュレーション実験 
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4.1.  WEBページサイズ固定，同時通信の場合 

各フローのWEBページサイズが同一の値であり，すべてのフローが同時に通信を開

始する環境における実験を行った．なお，本実験を実験 1と定義する． 

 

4.1.1. シミュレーション条件 

ネットワークシミュレータの QualNet[20]を使用し，提案方式の評価を行った．シミュレ

ーション諸元は表 4.1の通りである．WEBページサイズについては，HTTP archive[21]にお

いて，2011年 6月 15日の平均WEBページサイズとされている値を用いた．なお，HTTP archive

は，実際の WEBページにおけるコンテンツ分析データを公開しているサービスである．また，

同一のアクセスポイントに接続するすべての端末が，同時に通信を開始し，1回のダウンロ

ードを行うという条件を設定した．端末配置については，アクセスポイントからの距離に

よる影響を小さくするため，アクセスポイントから 5m の距離に位置する端末を中心とし，

各端末間の距離が 50cmとなるよう設定した．また，方式 A-2，および B-2における閾値α

の値は 0.5 秒と設定した．これは，TCP の再送タイムアウト値が概ね 1 秒以上となってお

り，アクセスポイントのキュー内における同一パケットの停留時間をそれより小さく抑え

るためである．また，文献[22]において，WEB閲覧の際のレスポンスタイムが 4秒を上回

るとユーザのタスク処理効率が著しく低下するという報告がなされていることから，提案

方式において許容する通信遅延である T_qoeは 4秒と設定した．  

 

4.1.2. レスポンスタイムが一定時間内であるフロー数の割合 

図 4.1は，各方式において，レスポンスタイムが 4秒以内となったフローの割合について

100回の試行の平均をとったものである．ここでは各端末数における理論限界値についても

併せて示した．理論限界値の導出にあたっては，まず 3.2.2 項で述べた導出過程を用いて，

HTTPリクエストの無線占有時間も考慮して 1フローの理論的な送信時間を算出した． 

 

表 4.1 シミュレーション諸元 

シミュレータ QualNet5.1 

無線規格 IEEE802.11g 

WEBページサイズ 784 [kbyte] 

各ユーザのダウンロード回数 1回 

各端末数における試行回数 100回 

RTS / CTS ON 

RWIN 64240 [byte] 

MSS 1460 [byte] 
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図 4.1 閾値内レスポンスタイムのフロー数の割合(実験 1) 

 

 

それを基に，１フローずつ順に送信した場合に 4 秒以内で通信を完了するフローの数を算

出し，それを今回のシミュレーション条件における各フロー数で除算することで理論値を

導出した． 

図 4.1より，優先制御を行わない通常方式の場合，フロー数の増加に伴ってレスポンスタ

イム 4秒以内のフロー数の割合は減少し，フロー数 15においては約 30%となっている．こ

のとき，方式 B-1や B-2を適用することで割合を約 80%に増加させることができている．

一方，フロー数 13の場合においては，方式A-1やA-2の適用による改善効果は見られない．

また，キュー制御によって TCPの再送が発生することを防ぐ制御を導入した方式 A-2およ

び B-2による効果は確認できなかった． 

 

4.1.3. 各方式によるレスポンスタイムの分布 

通常方式，方式 A-1，および方式 B-1のそれぞれについて，レスポンスタイムの分布がど

のようになっているか調べた．図 4.2～図 4.4は，フロー数 13の場合について，通常方式，

方式 A-1，および方式 B-1 のそれぞれにおける 100 回の各試行のレスポンスタイム分布を

示したものである． 
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図 4.2 フロー数 13の場合のレスポンスタイム分布(実験１，通常方式) 

 

 

図 4.3 フロー数 13の場合のレスポンスタイム分布(実験 1，方式 A) 

 

 

図 4.4 フロー数 13の場合のレスポンスタイム分布(実験 1，方式 B) 
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各方式による結果の特徴を見ていく．方式 Bの場合，通常方式，方式 Aと比較してレスポ

ンスタイムの分散が大きくなっている．これは，方式 B が，帯域使用率の小さいフローか

ら 1 本ずつ順に送信するようなアルゴリズムとなっているためである．方式 A では，通常

方式，方式 B と比較してレスポンスタイムの分散が小さくなっており，フロー間の通信所

要時間公平性の面では優位であると言える．方式 A を適用した場合において，通信開始直

後に各フローが検出された際すべてのフローが制御対象となり，各フローの帯域使用率は

ほぼ等しい値となる．そのため，各フローに同等の送信機会が与えられ，通信完了時刻の

ばらつきが小さくなっている．なお，こうした傾向は他のフロー数の場合についても同様

に観測された． 

 

4.1.4. 方式 Aの挙動について 

図 4.1 より，方式 A の場合，フロー数が 11 から 13 に増加したときレスポンスタイム 4

秒以内のフロー数の割合が急激に減少している．その要因について確認するため，フロー

数 9，11，および 13の場合について方式 Aを適用したときのレスポンスタイムの分布を調

べた．その結果を図 4.5～図 4.7に示す．同図より，フロー数が 9，11，13と増加するにし

たがって，レスポンスタイムが集中する領域が約 0.5秒ずつ上昇している．フロー数 9およ

び 11 の場合，この領域が 4 秒を下回っているため，図 4.1 においては割合がほぼ 100%と

いう結果となっている．しかし，フロー数 13 の場合，レスポンスタイムが 3.5 秒～4.2 秒

ほどの領域に集中しており，すべての試行において 4 秒を上回るフローが複数存在してい

る．このように，レスポンスタイムが集中する領域が上昇し，13 フローにおいて 4 秒の前

後に重なったため，4秒以内のフロー数が急激に減少する結果となっている． 

 

 

図 4.5 方式 Aにおけるレスポンスタイム分布(実験 1，フロー数 9) 
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図 4.6 方式 A におけるレスポンスタイム分布(実験 1，フロー数 11) 

 

 

図 4.7 方式 A におけるレスポンスタイム分布(実験 1，フロー数 13) 

 

 

図 4.8 方式 A におけるレスポンスタイム分布(実験 1，フロー数 15) 
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図 4.9 方式 A におけるレスポンスタイム分布(実験 1，フロー数 17) 

 

また，方式 Aにおいて，フロー数 15から 17に増加したとき，レスポンスタイムが 4秒

以内のフロー数の割合が増加している．図 4.8～図 4.9はこのときの各試行におけるレスポ

ンスタイムの分布を示している．また，図 4.10～図 4.11は，フロー数 15および 17につい

て，レスポンスタイムが 4 秒以内となったフロー数の割合の分布をヒストグラムとして表

したものである． 

 

 

図 4.10 レスポンスタイム 4秒以内のフロー数分布(実験 1，方式 A，フロー数 15) 

 

 

図 4.11 レスポンスタイム 4秒以内のフロー数分布(実験 1，方式 A，フロー数 17) 
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図 4.10 および図 4.11 より，フロー数 15 の場合はフロー数 17 の場合と比較して分布の

偏りが大きく，レスポンスタイム 4 秒以内のフロー数が 2 以下である場合が多いという特

徴がある．これは，図 4.8 を見ると分かるように，15 フローのうちのほとんどのレスポン

スタイムが僅かに 4秒を超えてしまう状況が多く発生しているためである．このように，4

秒以内のフロー数が 0 に近くなる場合が多いため， フロー数 17 の場合と比較してレスポ

ンスタイム 4秒以内のフロー数の割合に関して平均値が小さくなっている． 

図 4.12 は，フロー数 15 において 4 秒以内のフロー数が 2 であった場合を対象とし，ア

クセスポイントのキュー内に存在する制御対象フロー数 (nと定義する) の時間推移を表し

ている．一方，図 4.13 は，フロー数 17 について 100 回の試行における中央値と等しい結

果となった試行を対象とし，nの時間推移を表したものである．フロー数 15の場合，図 4.12

より nが最も大きいのは n = 14 の場合で，その期間は合計で 1.6秒ほどである．フロー数

17については，図 4.13より nが最も大きいのは図 4.12と同様 n = 14 であるが，その期

間は合計 0.3秒ほどとなっている．すなわち，フロー数 15の場合，キュー内に制御対象フ

ローが多く存在する期間がフロー数 17より長い．これは，フロー数が増加するとキュー内

により多くのフローのパケットが格納され，バッファあふれが発生しやすくなるためと考

えられる．以上より，フロー数 15の場合，より多くのフローを並行的に送信した結果その

うちのほとんどのフローについてレスポンスタイムが 4 秒を超えてしまう状況が発生しや

すくなる．これにより，レスポンスタイム 4 秒以内のフロー数が 0 に近い結果が多数生じ

たものと考えられる． 

 

 

図 4.12 キュー内の制御対象フロー数(実験 1，方式 A，フロー数 15) 
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図 4.13 キュー内の制御対象フロー数(実験 1，方式 A，フロー数 17) 

 

 

4.1.5. TCPの再送抑制制御の効果について 

図 4.1 において A-1 と A-2 を比較すると，その特性にはほとんど差が見られない．同様

に，B-1 と B-2 についてもほとんど差が見られない．すなわち，TCP の再送抑制制御によ

る効果が現れていないことが分かる．このことから，キュー内に同一パケットが長時間留

まることによる再送の回数が，再送抑制制御を行わない場合においても少ないと考えられ

る．すなわち，再送の多くはキュー内におけるパケット停留以外の要因によって発生して

いると言える．その要因としては，主に次の 2点が挙げられる．1つは，アクセスポイント

におけるキューのバッファが有限長であることから，アクセスポイントに到達したパケッ

トがバッファあふれによって破棄されることである．もう１つは，無線区間において送信

されたデータフレームが，他の送信者のデータフレームと衝突を起こすことによるもので

ある．このうち，後者のフレーム衝突については今回の実験で観測されなかった．そこで，

再送抑制制御を行わない場合において，TCP の再送に対してキューのバッファあふれの影

響がどの程度であるか確認するため，再送とバッファあふれの回数を調べた．図 4.14 は，

方式 Aについて，フロー数 15の場合における各試行の再送回数，バッファあふれ数，およ

び再送数からバッファあふれ数を減算した数をそれぞれ示している．ただし，制御対象と

なったフローのみに着目し，各試行における 1フローあたりの平均値となっている． 
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図 4.14 制御対象フローの再送数とバッファあふれ数(実験 1，方式 A，フロー数 15) 

 

 

 

図 4.15 制御対象フローの再送数とバッファあふれ数(実験 1，方式 B，フロー数 15) 

 

図 4.14 より，１フローあたりの再送数はバッファあふれの回数に近い．バッファあふれ

によりパケット損失が発生するとき必ず再送が発生するため，TCP による再送の多くはア

クセスポイントにおけるバッファあふれによるものであることが分かる．これは提案方式

における再送抑制制御では防ぐことができないため，この制御による効果が現れなかった

ものと考えられる．次に，同じくフロー数 15の場合で方式 B-1についても調べた結果を図

4.15 に示す．すべての試行においてバッファあふれが観測されなかったため，再送数から

バッファあふれ数を減算した数は再送数と等しくなっている．再送数合計は 1 フローにつ

き 1 回以下であることが多く，再送抑制制御による効果が現れなかったのはこのためだと

考えられる．再送数からバッファあふれ数を減算した数，すなわちバッファあふれ以外の
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要因による再送の回数は，方式 Bの方が多い．方式 B では，同一のフローに対するパケッ

トが長期間連続で送信されるため，その間送信されないフローの同一パケットが長期間キ

ュー内に停留する．そのためサーバ側でタイムアウトが発生しやすく，方式 A と比較して

再送回数が増加したものと考えられる． 

 

4.1.6. 方式 Aと方式 Bの差について 

図 4.14 および 4.15 より，方式 B は方式 A と比較してバッファあふれが発生しにくいこ

とが分かる．方式 B では，同一のフローが連続で送信されることにより，その間他のフロ

ーのパケットに対する確認応答パケットをサーバが受信することができない．そのため，

後続のデータパケットがサーバから送信されずキュー内のパケット数が増加しにくいため，

バッファあふれの発生が抑制される．このことから，方式 B では再送の回数が少ないため

方式 Aの特性を上回ったものと考えられる． 

 

 

4.2. WEBページサイズを変化させた環境における評価 

データ通信量である WEB ページサイズがフロー毎に異なる環境において，提案方式の有

効性を検証するための実験を行った．なお，本実験を実験２と定義する． 

 

4.2.1. シミュレーション条件 

図 4.16のように，フロー数 15，20，25，および 30のそれぞれについて，フロー番号が

増加するにつれてWEBページサイズが線形的に増加するよう各フローに対しページサイ

ズを設定した．その他のシミュレーション条件については表 4.1と同様とした．また，4.1

節の実験 1において方式 A-1と A-2，および方式 B-1と B-2の差が見られなかったことか

ら，ここでは方式 A-1，方式 B-1，および優先制御を行わない通常方式について比較を行っ

た． 

 

4.2.2. レスポンスタイムが 4秒以内であるフロー数の割合 

図 4.17は，レスポンスタイムが 4秒以内となったフロー数の割合について 100回の試行

の平均値を示したものである． 
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図 4.17 閾値内レスポンスタイムのフロー数の割合(実験 2) 
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図 4.16 実験 2における各フローのWEBページサイズ設定 
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方式 B の適用によって，今回実験を行ったいずれのフロー数についても，優先制御を行

わない場合と比較してレスポンスタイム 4 秒以内のフロー数の割合を増加させることがで

きた．また，方式 A を適用した場合，フロー数が 20 から 25 に増加したとき，4 秒以内の

フロー数の割合がわずかに増加する様子が観測された． 

 

4.2.3. レスポンスタイムの分布 

図 4.18，図 4.19および図 4.20は，フロー数 15の場合について，各試行における通常方

式，方式 A，および方式 Bのレスポンスタイムの分布を示したものである． 

 

 

 

図 4.18 フロー数 15の場合のレスポンスタイム分布(実験 2，通常方式) 

 

 

図 4.19 フロー数 15の場合のレスポンスタイム分布(実験 2，方式 A) 
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図 4.20 フロー数 15の場合のレスポンスタイム分布(実験 2，方式 B) 

 

 

図 4.20より，方式 Bを適用した場合のレスポンスタイム分布については，レスポンスタ

イムが小さい領域ほど偏りが大きくなっている．これは，サイズの異なるフローがほぼ同

時に通信を開始した場合サイズの小さいものほど帯域使用率が小さくなり，方式 B によっ

てこうしたサイズの小さいフローが先に送信されたためである．方式 Aでは，実験 1と同

様，通常方式や方式 Bと比較してレスポンスタイムの分散が小さく公平性の面では優れて

いる．なお，こうした分布の特徴は他のフロー数の場合についても同様に観測された． 

 

4.2.4. フロー数の変化による方式 Aの挙動について 

フロー数が増加する場合においてレスポンスタイムが 4 秒以内のフロー数の割合は減少

すると予想されるが，方式 Aの場合，図 4.17においてフロー数が 20から 25に増加したと

き，割合がわずかに増加している．図 4.21および図 4.22は，これらのフロー数におけるレ

スポンスタイム 4秒以内のフロー数に対し，100回に渡る試行結果の分布をヒストグラムと

して表したものである．同時通信かつ同サイズの実験における図 4.10 のように偏った分布

ではないが，フロー数 20 の場合はフロー数 25 と比較してレスポンスタイム 4 秒以内のフ

ロー数が少ない結果となった試行が多い． 

図 4.23および図 4.24は，フロー数が 20および 25の場合について，100回の試行にお

ける閾値内レスポンスタイムのフロー数の割合に関する中央値と等しい試行を対象とし，
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あるいは 17となっているのに対し，フロー数 25の場合，シミュレーション開始後 0.2秒

ほどで 19から 14まで落ち込んでいる．これは，フローの数が多いほどキュー内にパケッ

トが多く蓄積されるため，バッファあふれが発生しやすいためと考えられる．そのため，
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キュー内に存在する各フローが送信権を得やすくなり，早期に通信を完了するフローが増

加している． 

 

 

 

図 4.21 レスポンスタイム 4秒以内のフロー数分布(実験 2，方式 A，フロー数 20) 

 

 

図 4.22 レスポンスタイム 4秒以内のフロー数分布(実験 2，方式 A，フロー数 25) 

 

 

図 4.23 キュー内の制御対象フロー数(実験 2，方式 A，フロー数 20) 
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図 4.24 キュー内の制御対象フロー数(実験 2，方式 A，フロー数 25) 

 

 

4.3. 通信開始時刻が同時でない場合の評価 

本節では，各フローの通信開始時刻によらず，提案方式によって改善効果が得られるこ

とを確認するための評価を行う．なお，本実験を実験 3と定義する．  

 

4.3.1. シミュレーション条件 

表 4.1と同様の条件下で 1フローのみが通信を行うシミュレーションを行ったところ，レ

スポンスタイムは 0.31秒以上であった．そこで，通信開始時刻の間隔がこれより短くなる

よう，各フローが 0.1秒毎に通信を開始し，1回のダウンロードを行うよう設定した．これ

により，各フローの通信開始時刻が異なり，かつすべてのフローについて他のいずれかの

フローの通信期間と重なるような設定となった．開始時刻以外の各種条件については，表

4.1と同様に設定し，フロー数は 30，40，および 50と変化させた．また，実験 2 と同様，

方式 A-1，方式 B-1，および優先制御を行わない通常方式について比較を行った．  

 

4.3.2. レスポンスタイムが 4秒以内であるフロー数の割合 

図 4.25は，フロー数 30，40，および 50のそれぞれについて，各試行においてレスポン

スタイムが 4秒以内となったフロー数の割合の平均値を示したものである． 

いずれの方式においても，フロー数が増加するにしたがってレスポンスタイム 4 秒以内

のフロー数の割合は減少した．また，いずれのフロー数の場合も，方式 B を適用した場合

の割合が最も大きく，次いで方式 A，通常方式の順となった．今回の実験条件において，方

式 B を適用することにより，優先制御を行わない場合と比較してレスポンスタイム 4 秒以

内のフロー数の割合を 3倍以上に増加させることができた． 
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図 4.25 閾値内レスポンスタイムのフロー数の割合(実験 3) 
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図 4.26～図 4.34は，レスポンスタイム 4秒以内のフロー数割合について，100回の試行

における中央値と等しい結果となった試行を対象として，各フローの通信期間を示したも

のである．このうち図 4.26～図 4.28では，それぞれ通常方式においてフローの数が 30，

40，および 50である場合を示した．同様にして，図 4.29～図 4.31はそれぞれ方式 Aの場

合であり，図 4.32～図 4.34はそれぞれ方式 Bの場合となっている． 
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図 4.26 通常方式における各フローの通信期間(実験 3，フロー数 30) 

 

 

図 4.27 通常方式における各フローの通信期間(実験 3，，フロー数 40) 

 

 

図 4.28 通常方式における各フローの通信期間(実験 3，，フロー数 50) 
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図 4.29 方式 Aにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 30) 

 

 

図 4.30 方式 Aにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 40) 

 

 

図 4.31 方式 Aにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 50) 
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図 4.32 方式 Bにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 30) 

 

 

図 4.33 方式 Bにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 40) 

 

 

図 4.34 方式 Bにおける各フローの通信期間(実験 3，フロー数 50) 
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図 4.26より，通常方式においてフロー数が 30である場合，1～3番目に通信を開始した

フローは 21番目のフローが通信を開始するまでに通信を終えているが，4番目以降のフロ

ーは，30番目のフローの通信期間と重なっている．また，図 4.27より通常方式においてフ

ロー数が 40である場合は，1～2番目に通信を開始したフローは 15番目のフローが通信を

開始するまでに通信を終えているが，4番目以降のフローは 40番目のフローの通信期間と

重なっている．このように，シミュレーション開始後初期の段階で通信を開始したフロー

がその後に開始するフローすべてに影響を与えている．このことは，図 4.29～図 4.34より，

方式 Aと方式 Bの場合についても言える. このため，各方式ともフロー数が 30，40，およ

び 50と増加するにしたがって各フローの通信時間が増大し，レスポンスタイム 4秒以内の

フロー数の割合が減少したものと考えられる．また，図 4.32～4.34より，方式 Bでは 4秒

以内に通信を完了したフロー間での通信所要時間の差が大きく，フロー間の公平性の面で

は方式 Aに劣っていると言える． 
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5.1. 結論 

複数のフローが帯域を共有するネットワークにおいて，各フローが使用可能な帯域の減

少により通信遅延が増大する問題がある．特に同一のアクセスポイントに収容されるユー

ザ数が多い無線 LAN環境においては，こうした問題を改善することが重要である．本研究

では，混雑した無線 LAN環境下で，WEB閲覧におけるレスポンスタイムが一定時間内と

なるフロー数の増加を目的とする方式を検討した．提案方式では，アクセスポイントにお

いて各フローのデータ通信量や通信経過時間を記録し，それらを用いて算出した帯域使用

率に基づきフロー間の優先制御を行う．優先フローの決定法としては，帯域使用率に基づ

く確率で送信権を与える方式 A，および帯域使用率が最小となるフローに優先権を与える方

式 Bを検討した． 

提案方式の有効性を検証するため，各ユーザが同一サイズのファイルを同時にダウンロ

ードする環境，ファイルのサイズが異なる環境，および通信開始時刻が異なる環境におい

て，QualNetを用いて評価を行った．その結果，方式 Bはフロー間の通信所要時間公平性

の面では方式 Aに劣るものの，レスポンスタイムが一定時間内となるフロー数をより増加

させることができることが明らかとなった．これは，方式 Aと比較してアクセスポイント

におけるバッファあふれが発生しにくく，TCPによる再送回数が少ないためであると考え

られる．今回行ったいずれの実験においても，優先制御を行わないとレスポンスタイム 4

秒以内のフロー数の割合が 30%以下に減少する環境において，方式 Bの適用により割合が

2倍以上に増加する結果となり，提案方式による優先制御の効果を確認することができた．  

 

5.2. 今後の課題 

今後の課題としては，無線環境特有の問題への対応が挙げられる．今回の評価実験にお

いてはフロー数の増加による問題に焦点を当てたため，無線 LAN環境で発生し得る隠れ端

末問題や，各無線端末が使用する無線規格やデータレートが異なる場合等を想定していな

かった．今後，そういった環境に対応したアルゴリズム設計，評価を行うことが必要であ

る． 

また，今回無線LAN環境を対象としてアクセスポイントにおける制御方式を検討したが，

有線ネットワークにおいても，同様の方式をルータに適用することで効果が得られると考

えられる．そこで，有線ネットワーク環境におけるシステム設計や有効性検証なども課題

として挙げられる． 

また，方式Aについて，方式Bよりフロー間の公平性の面で優れているということが明ら

かとなったが，レスポンスタイムが閾値以下となるフロー数の面では方式Bに劣る結果とな

った．その要因となるオーバヘッドを考慮して適切なパラメータ調整を行うことができれ

ば，一定時間内に通信を完了するフロー数を増加させることが可能であると考えられる．
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このように，フロー間公平性と通信所要時間一定時間内のフロー数増大を両立させた方式

についての検討も今後の課題として挙げられる．  
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